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「グリーン電力」とは何か

• 起源
– 1993年にサクラメント電力公社が開始したPVパイオニア
– 1995年のスウェーデンでのグリーン電力供給、オランダのグリーン電力証書へ
– その後、それぞれの市場と政策に応じて、発展・衰退・変遷

• 一般的な定義：
– 主として電力会社が行う自然エネルギー発電プログラムに対して、需要家(事業者、市民・住民)
が自発的に追加費用を支払って参加(選択)できるプログラム

• 要件
– 需要家(市民・住民)による自発的な参加(選択)
– 対象は「自然エネルギー発電」　＊ただし、グリーン熱証書、グリーン燃料証書等も登場
– 追加費用の支払い

- プログラムデザインによっては追加費用は不要な場合もある。しかし、「需要家の支払い意思」(WTP)お
よび「追加性」(additionality)を含む重要な要素である。

– 電力会社によるプログラム・商品
- 例外~北海道グリーンファンド

– ｢エネルギー型のグリーン電力プログラム｣に対する認証
- とくに自由化された市場では重要な要素

• 風力発電への市民出資は、欧米的な意味での「グリーン電力」ではないが、「自然エネルギー発電」への「需要家
(市民・住民)による自発的な参加(選択)」という意味から、「広義のグリーン電力」と見ることができる。
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グリーン電力料金

グリーン電力供給

グリーン電力証書

寄付型

設備型

エネルギー型

(グリーンパワー
マーケティング)

需要家の支払い費用が設備や発電量と無関係
な、「寄付型」のプログラム。SMUDなど。

需要家の支払い費用が、自然エネルギー発電の
設備に直接振り向けられるプログラム

需要家の支払い費用が、自然エネルギー発電量
と関連づけられるプログラム。グリーンパワー
の一種と見ることができるが、米国的な文脈で
は規制市場における「Utility Green Pricing
Program」の一つ

エネルギー型のグリーン料金の一種だが、自由
化市場での｢商品｣を指すことが多く、発電量と
関連づけの認証が重要な要素。米国ではとくに
｢グリーンパワーマーケティング｣と呼ばれる

グリーンパワー市場
での卸流通の手段

エンドユーザー商品
(グリーンパワーの一種) 米国や日本のグリーン電力証書

APXで始まり、RECS、T-RECsなどに発展

RO(RPS)クレジット (規制的手法の発展から)

グリーン電力の発展と類型

GoO (クレジット) (欧州におけるディスクロージャ規制へ
の展開)
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グリーン電力証書の対象

• 「新エネルギー」「RPS」(新エネルギー等)とはほぼ同義だが、民の合意を積み重ねて
きており、異なる領域もある。

風力発電 太陽光発電

地熱発電 バイオマス発電
(バイオガスを含む) 小水力発電

風力発電
太陽光発電
バイオマス発電
（混焼規定あり）

廃棄物発電

グリーン電力
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グリーン電力証書の考え方

グリーンエネルギー利用拡大小委員会　経済産業省資料より

• 対象となる自然エネルギーから発電された電力を、電力そのものと環境付加価値(CO2削
減価値を含む)とに切り離し、その環境付加価値を「グリーン電力証書」というかたちで電力
需要家が保有することで、自然エネルギーから発電された電力と見なす社会的な仕組み
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グリーン電力証書の仕組みと認証

• グリーン電力の需要家が環境付加価値を購入し、その代金を証書発行事業者を介し
て、グリーン電力発電所に戻すことで、グリーン電力の供給拡大に貢献する。

• グリーン電力証書の環境付加価値は、グリーン電力認証機構が認証・担保している。
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グリーン電力認証機構

「環境価値」

自然エネルギー
電力

グリーン電力証書
の発行

設備の審査・認定 「環境価値」の計測結果を
審査・認証

重複販売を監視し、問題がない場合
認証

発電

吇
呁
呎
呉
電
力
証
書
叏
利
用

グリーン電力の
需要家

証書代金証書代金

証
書
発
行
事
業
者

A電力会社 B電力会社
買電



6©環境エネルギー政策研究所 2008/03/17　カーボン・オフセットに用いられるVERの認証基準に関する検討会（第１回）　飯田哲也　報告資料

日本でのグリーン電力の発展と特徴

【草創期】1998~
・(前史）市民フォーラム2001と東電コラボレーション
・北海道グリーンファンド誕生(1999年)
　　→電力会社のグリーン電力基金誕生(2001年)
・東電・ソニー・ISEPによるグリーン電力証書誕生(2001年)

【展開期】2004~
・東京都とISEPによる温暖化防止地域協働実施
　　→電気のグリーン購入開始(2005年東京文化会館）
・東京都のグリーン電力購入の義務づけ(2007年)
　　→グリーンエネルギー購入フォーラム発足(2007年)
・環境配慮契約法 (2007年、グリーン電力の加点)

【発展期？】2007~
・省エネ法での利活用の可能性検討
　　→経産省グリーンエネルギー利用拡大小委員会
・温対法での利活用の可能性検討(CO2価値化)
　　→G電力CO2価値検討委員会(ISEP)
　　→環境省によるCO2価値検討会(2008年３月)
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グリーン電力証書の取引は平成12年11月に開始され、現在では約1億kWh/年、推定4.5億円程度の市場
規模となっていると推定される。

平成19年度は12月末時点での確定追加分

グリーン電力証書の市場規模
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企業を中心に、自治体、NPO法人など、これまでに合計で約150団体が購入している。

グリーン電力証書 購入団体一覧
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グリーン電力証書の利用例

久米繊維「オーガニックＴシャツ」

JTB CO2 ゼロ旅行
MTV

TOHOシネマズ

タワー
レコード
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グリーン電力証書の利用例

• アーティスト・パワー (AP bank fes ‘06)

‒ 自然エネルギー100%コンサート

• COMMMONS
‒ 坂本龍一氏による自然エネルギー100%レーベル

• 鹿島サッカースタジアム（2006｡12.2キックオフ）

日本初の自然エネルギー100%で開催されるサッカーゲーム

• 個人向けのオンライングリーン電力証書（ソニー）
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一定量の
Ｇ電力の供給
を義務付け

グリーン電力供給の活用方法：自治体

• 東京都では、東京文化会館(2005年)を皮切りに、電気のグリーン調達を導入すること
で、都内の自然エネルギーの供給と需要を増加させる。

• 東京都では、2007年４月以降、全事業所での５％のグリーン電力上乗せを順次実施
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施設に大規模な再生可能エネルギー導入設備を設置したのと同じ効果がある。

2,630ｋW相当
（約26,300㎡）

約2,630千kWh19年11月東京都庁舎

事業所名
契約
年月

導入効果

環境価値の確保量 太陽光発電設備相当
（設置面積）

東村山構内
（東村山老人ホーム）

19年11月 約481千kWh
481ｋW相当
（約4,810㎡）

大田市場 19年11月 約1,054千kWh
1,054kW相当
（約10,540㎡）

■東京都における平成19年度　「グリーン電気」購入施設

メガワットソーラー（メガワットソーラー（1,000kW1,000kW））約約44基分基分の環境価値の環境価値が創出される。
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グリーン電力供給の活用方法：自治体

• 東京都を筆頭に、グリーン電力調達やグリーンエネルギー政策を目指す自治体が相
次いでいる。

・市場プルによる新しい施策

・グリーン電力調達の導入

福島県新エネルギー導入
推進連絡会提言書(‘06年
９月）

福島県

・｢グリーンエネルギー政策｣プロジェクト

　　(補助金→仕組みへ)

・グリーン電力調達の導入

佐賀県新エネルギー導入
戦略的行動計画(06年3月)

佐賀県

・｢地域エネルギー政策｣(補助金→仕組みへ)

・グリーン電力調達の導入

横浜・地域エネルギー政策
基本構想策定委員会

(‘08年２月)

横浜市

・地域自給(供給側発想)→消費側での自然エネル
ギー目標値の設定へ

・グリーン電力調達の創始と大規模な展開

・グリーン熱証書の共同開発　　など

東京都再生可能エネルギ
ー戦略策定委員会
(‘06年４月)

東京都

先進施策の例委員会名
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自治体主導によるグリーンエネルギー購入

自治体

ＮＰＯ

事業者

エネルギーのグリーン購入の推進という
共通の“志”を持った自治体、事業者の緩
やかなネットワーク

自治体からの有効な地球温暖化対策として、エネルギーのグリ
ーン購入を率先し、これを日本全国に普及拡大 していく
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ISEPグリーン電力の炭素削減価値に関する自主ガイドライン検討会(2007.9～12)

• 当面の運用として、各年度毎に統一の炭素削減価値を使う方向で合意

• ただし、化石燃料混焼のバイオマスは例外

【毎年のグリーン電力証書のＣＯ２排出原単位を算出】

①国内削減量（ｋｇ/年） ： X＝Ａα＋Ｂβ＋Ｃγ

②国内認証対象電力量（ｋＷｈ/年） ： Ｙ＝α＋β＋γ

グリーン電力証書による国内平均排出原単位（ｋｇ-ＣＯ２/ｋＷｈ） ： Ｗ＝Ｘ／Ｙ

【証書購入者が関東の企業Ｚの場合のＣＯ２排出削減量】

①購入証書量（ｋＷｈ/年） ： Ｙ＝α＋β＋γ

②削減量（ｋｇ/年） ： X＝（α＋β＋γ）×Ｗ
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•炭素リーケージを避けるために厳密な追加性が求められるCDMとは異
なり、グリーン電力の場合、その「炭素(削減)価値」をどこで評価・報告す
るかだけの違いに過ぎず、原則として、追加性の考慮は不要
•ただし、いくつかの考慮事項として、

政策目的に照らして、グリーン電力が正味で拡大していくことが必要
であり、例えば既設の大規模水力発電などは避けるべき

炭素オフセット市場を混乱させない配慮も必要

グリーン電力の炭素(削減)価値に関する追加性要件

■付属書１国内の炭素(削減)価値
の移転であり、温対法における
追加性要件は本来的に不要

■ただしこのことは、「グリーン電力
証書システムとしての追加性」
が不要であることは意味しない

グリーン電力の炭素(削減)価値の移転

付属書1国内での炭素(削減)価値の移転に過ぎ
ず、付属書1国の「外」から炭素(削減)価値を移
転する場合のルールとして定めた「追加性」の規
定は原則として不要

途上国

CDMの炭素(削減)価値の移転

CDMの場合は、付属書1国の「外」から「内」に炭
素(削減)価値を移転するため、京都議定書など
のルールで厳格に「追加性」が定められることは
妥当であり、必須である

A社 B社

グリーン電力の「追加性」に関する検討
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グリーン電力証書をVERとして利用する上での考慮事項

• 炭素価値について
– 個々のグリーン電力証書の炭素価値は、それぞれの類型(自家消費と系統電力、電力会社域内と越境取引
、化石燃料混焼の有無など)や発電時期で一義的に決まる

– ただし、個々のグリーン電力証書ごとに炭素価値が異なると、取扱の煩雑さとユーザーのわかりにくさの両
面から、当面の便宜的対応として、各年毎の統一炭素価値が提案されている。

– ただし、化石燃料による混焼比率が比較的に大きいバイオマス発電は、別扱いが求められる。

• 追加性について
– 国内での取引が大前提のグリーン電力証書では、炭素リーケージを避けるべきCERとは追加性の意味合
いが異なり、原則として、考慮が不要である。

– ただし、グリーン電力拡大の政策目的や炭素オフセット市場への配慮は必要である。

• 制度面での位置づけについて
– グリーン電力証書の制度面での障害は、制度的な位置づけが認められないために、企業会計および税法
上、損金扱いが認められない場合があることである。

– したがって環境省は、地球温暖化対策法の下でグリーン電力証書をVERとしてきっちりと位置づけることが
期待される。

– その際に、各省庁間および地方自治体における施策との整合性が望まれる。具体的には、
 経済産業省は、「グリーンエネルギー利用拡大小委員会」を設置して、グリーン電力証書の制度的な位置づけを進めてお
り、認証ガイドラインなど、すでに本検討会に関連する事項を審議している。

 東京都をはじめとする地方自治体では、グリーン電力証書を活用した政策導入を試行・検討している。

• 第三者性の維持について
– グリーン電力証書は、その成り立ちから、「３つの民」、すなわち「市民セクター」「電力供給者」「電力需要家」
が建設的に合意を重ねてきた、日本では希有な社会的仕組みである。その中心に位置するグリーン電力認
証機関は、特定省庁に帰属することのない「第三者性」を維持できるよう、配慮願いたい。
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